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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第115期
第１四半期
累計期間

第116期
第１四半期
累計期間

第115期

会計期間

自　平成23年
４月１日
至　平成23年
６月30日

自　平成24年
４月１日
至　平成24年
６月30日

自　平成23年
４月１日
至　平成24年
３月31日

売上高 (千円) 3,887,5222,463,53613,989,265

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 295,053 △61,958 167,242

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 316,803 △94,979 147,209

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失
(△)

(千円) 106 △24 538

資本金 (千円) 2,215,0002,215,0002,215,000

発行済株式総数 (株) 28,000,00028,000,00028,000,000

純資産額 (千円) 8,873,6648,551,5648,709,691

総資産額 (千円) 17,758,64616,359,71217,412,143

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純
損失金額(△)

(円) 11.33 △3.40 5.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 2.00

自己資本比率 (％) 50.0 52.3 50.0

(注) １　売上高には、消費税は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期)純利益金額については、第115期第１四半

期累計期間、第116期第１四半期累計期間及び第115期は、潜在株式が存在しないた

め記載していない。

３　当社は、四半期連結財務諸表を作成していないので連結会計年度に係る主要な経営

指標等の推移については、記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の

内容に重要な変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。

　
(1)経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災復興需要やエコカー補助金などの政策特

需に支えられ、緩やかな景気回復を辿ってきた。しかし欧州債務危機や円高が続き、中国経済減速、夏場の

電力不足懸念等により、今後の景気の先行きは依然として不透明感を払拭出来ない状況にある。

一方、わが国造船・海運業界は、大量竣工による船舶過剰感から海運市況が好転せず、また円高等によ

る価格競争力の低下もあって新造受注は更に厳しさを増しており、引続き予断を許さない事業環境に置

かれている。

この様な状況下にあって、当社は受注・販売活動に全力を傾注した結果、当第１四半期累計期間の売上

高は、主力製品である舶用内燃機関が16億３千５百万円と前年同四半期と比べ△12億９千万円(△

44.1％)、修理・部品等は８億２千８百万円と前年同四半期と比べ△１億３千３百万円(△13.9％)、売上

高の総額は24億６千３百万円と前年同四半期と比べ△14億２千３百万円(△36.6％)のそれぞれ減収と

なった。

損益面では、舶用内燃機関売上が大幅な減収となった上、部品売上が伸び悩み、製造原価の大幅な圧縮

に至らなかったことから、営業損失は６千６百万円と前年同四半期と比べ△３億５千９百万円、経常損失

は６千１百万円と前年同四半期に比べ△３億５千７百万円、また当四半期純損失は９千４百万円と前年

同四半期と比べ△４億１千１百万円のそれぞれ大幅な減益となった。

　

(2)財政状態の分析

①資産

流動資産は、前事業年度末に比べ7.1％減少し、125億３千万円となった。これは、主として受取手形及

び売掛金が10億３千３百万円、現金及び預金が２億２千７百万円それぞれ減少したことなどによるも

のである。
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固定資産は、前事業年度末に比べ2.5％減少し、38億２千８百万円となった。これは、主として有形固

定資産の減価償却によるものである。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べ6.0％減少し、163億５千９百万円となった。

②負債

流動負債は、前事業年度末に比べ8.2％減少し、60億９千４百万円となった。これは、主として支払手

形及び買掛金が２億８千７百万円、未払法人税等が１億３千９百万円それぞれ減少したことなどによ

るものである。

固定負債は、前事業年度末に比べ16.9％減少し、17億１千３百万円となった。これは主として長期借

入金が３億５千４百万円減少したことなどによるものである。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ10.3％減少し、78億８百万円となった。

③純資産

純資産合計は、前事業年度末に比べ1.8％減少し、85億５千１百万円となった。これは、主として利益

剰余金が１億５千万円減少したことなどによるものである。

　
(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

該当事項なし。

　
(4)研究開発活動

該当事項なし。

　
(5)従業員数

当第１四半期累計期間において、従業員の著しい増減はない。

　
(6)生産、受注及び販売の実績

当社の事業は、舶用内燃機関及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、「生産、受注及び販

売の実績」については、事業区分別に記載している。

以下、金額は消費税抜きで記載している。

　

①生産実績

当第１四半期累計期間における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりである。

　

事業区分 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

舶用内燃機関 1,772,346 △32.8

修理・部品 828,190 △13.9

合計 2,600,536 △27.8

(注) 金額は、販売価格によっている。
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②受注実績

当第１四半期累計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりである。

　

事業区分 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

舶用内燃機関 2,257,173 1.1 10,038,211 △25.4

修理・部品 875,090 10.0 274,600 △20.8

合計 3,132,263 3.4 10,312,811 △25.3

　
③販売実績

当第１四半期累計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりである。

　

事業区分 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

舶用内燃機関 1,635,346 △44.1

修理・部品 828,190 △13.9

合計 2,463,536 △36.6

　

　（注）主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱カナックス 2,014,327 51.8 575,200 23.3

三菱重工業㈱ 220,930 5.7 382,094 15.5

三井物産㈱ 220,000 5.7 377,000 15.3

今治造船㈱ 395,000 10.2 335,000 13.6

　

(7)主要な設備

当第１四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計

画の著しい変更はない。

　

(8)経営成績に重要な影響を与える要因について

当社を取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力製品である舶用内燃機関の受注・販売における

影響は大きく、鉄鋼等原材料価格や今後の海外情勢・景気の動向等、先行きの不透明感も払拭しきれない

状況となっている。

当社においては、原材料や購入部品等の大幅な価格変動は直接的に原価に反映され、業績及び財務状況

に重要な影響を及ぼす可能性がある。 

　

(9)経営戦略の現状と見通し

当社としては、これらの状況を踏まえて当社が強固な経営基盤を構築するため、財務体質の改善と生産

性・品質の向上とともにコスト競争力の強化を図り、事業環境の変化に適応した収益の確保に努めてい

く所存である。
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(10)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の現金及び現金同等物の当第１四半期会計期間末残高は、前事業年度末より２億２千７百万円減

少し、53億７百万円となった。このうち、主な減少要因は長期借入金の返済等である。

また、現金及び現金同等物の四半期末残高は、運転資金として有効活用する予定である。

　

(11)経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めて

いるが、当社を取り巻く事業環境は更に厳しさを増すことが予想される。

今後の方針については、生産能力強化にあわせた受注活動を積極的に行い、安定的な生産体制を確立し

ていくことが課題である。

更に、受注・販売体制の強化を図り、コスト削減への取り組みを強化し、徹底した品質管理やアフター

サービス体制の向上・強化に努めて行く所存である。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,000,00028,000,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株である。

計 28,000,00028,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

― 28,000,000 ― 2,215,000 ― 1,709,750

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしている。

① 【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 35,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 27,903,000 27,903 ―

単元未満株式 普通株式 62,000 ― ―

発行済株式総数 28,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 27,903 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が277株含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
神戸発動機株式会社

兵庫県明石市二見町南二見
１番地

35,000― 35,000 0.13

計 ― 35,000― 35,000 0.13

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年4月１日から

平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,534,541 5,307,348

受取手形及び売掛金 ※1
 5,039,947

※1
 4,006,761

製品 410,082 599,024

仕掛品 1,873,218 1,963,602

原材料及び貯蔵品 538,647 571,103

その他 126,134 120,015

貸倒引当金 △37,700 △37,000

流動資産合計 13,484,872 12,530,856

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,280,064 2,252,398

その他（純額） 1,476,190 1,425,891

有形固定資産合計 3,756,254 3,678,290

無形固定資産 58,161 53,149

投資その他の資産

投資その他の資産 112,854 97,415

投資その他の資産合計 112,854 97,415

固定資産合計 3,927,271 3,828,855

資産合計 17,412,143 16,359,712

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 4,314,917

※1
 4,027,806

1年内返済予定の長期借入金 840,900 745,200

未払法人税等 148,229 9,053

前受金 291,768 326,809

受注損失引当金 350,000 350,000

その他の引当金 117,498 139,632

その他 577,153 496,414

流動負債合計 6,640,468 6,094,917

固定負債

長期借入金 1,622,800 1,268,200

退職給付引当金 203,339 218,304

その他の引当金 125,861 129,090

その他 109,983 97,636

固定負債合計 2,061,984 1,713,230

負債合計 8,702,452 7,808,148
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,215,000 2,215,000

資本剰余金 1,709,750 1,709,750

利益剰余金 4,765,839 4,614,931

自己株式 △6,560 △6,560

株主資本合計 8,684,028 8,533,120

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 25,662 18,444

評価・換算差額等合計 25,662 18,444

純資産合計 8,709,691 8,551,564

負債純資産合計 17,412,143 16,359,712
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 3,887,522 2,463,536

売上原価 3,319,472 2,289,804

売上総利益 568,050 173,731

販売費及び一般管理費 274,805 239,930

営業利益又は営業損失（△） 293,244 △66,198

営業外収益

受取利息及び配当金 1,102 1,212

受取家賃 2,006 2,036

技術指導料 － 3,563

雑収入 5,615 3,454

営業外収益合計 8,724 10,266

営業外費用

支払利息 4,198 3,478

支払手数料 1,743 1,745

雑損失 972 802

営業外費用合計 6,914 6,026

経常利益又は経常損失（△） 295,053 △61,958

特別利益

固定資産売却益 － 344

契約解約益 296,432 －

特別利益合計 296,432 344

特別損失

固定資産売却損 － 508

投資有価証券評価損 － 4,792

特別損失合計 － 5,300

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 591,485 △66,915

法人税、住民税及び事業税 277,000 1,178

法人税等調整額 △2,317 26,885

法人税等合計 274,682 28,063

四半期純利益又は四半期純損失（△） 316,803 △94,979

EDINET提出書類

神戸発動機株式会社(E01474)

四半期報告書

12/17



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項なし。

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

なお、これによる当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微である。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項なし。

　

【追加情報】

該当事項なし。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

が、四半期会計期間末残高に含まれている。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 583,937千円 95,926千円

支払手形 532,652 369,252

　 　 　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期累

計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

　

　
前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 113,249千円 94,968千円

　

EDINET提出書類

神戸発動機株式会社(E01474)

四半期報告書

13/17



　

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)
　

1　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 83,895 3平成23年３月31日平成23年６月30日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期

　間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

３　株主資本の著しい変動

　　　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はない。

　

　当第１四半期累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

　

1　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 55,929 2平成24年３月31日平成24年６月29日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期

　間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

３　株主資本の著しい変動

　　　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はない。

　

(持分法損益等)

　
　　　 前第１四半期累計期間
　　　(自  平成23年４月１日
   　　至  平成23年６月30日)

　　　 当第１四半期累計期間
　　　(自　平成24年４月１日
　　　 至　平成24年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 870千円 870千円

持分法を適用した場合の
投資の金額

6,905 7,313

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失（△）の金
額

106 △24

　

　

(企業結合等関係)

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第１四半期累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年６月30日）及び当第１四半期累計期

　（自 平成24年４月１日　至 平成24年６月30日）

　　　当社の事業は、舶用内燃機関及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省

 　　略している。

      

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
(△)

11円33銭 △3円40銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) 316,803 △94,979

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金
額(△)(千円)

316,803 △94,979

普通株式の期中平均株式数(千株) 27,964 27,964

　　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

 該当事項なし。

 

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

神戸発動機株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀　　　　　裕　　三   印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  　笹　　山  　直　　孝   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神戸
発動機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第116期事業年度の第１四半期会計期間(平

成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30
日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、神戸発動機株式会社の平成24年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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